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1. はじめに 

平成 30 年 7 月豪雨では、四国地方の立川川周辺流
域において約 350 箇所の崩壊に伴う流出土砂によっ
て、土石流や土砂・洪水氾濫などが発生し、土砂とと
もに多量の流木が流出した。流木対策を行うために
は、計画対象量となる流出流木量を算定する必要があ
る。しかしながら、河床勾配 2°未満の掃流区間にお
ける流木流出率は災害事例によって様々であり、「土
砂・洪水氾濫時に流出する流木の対策計画の基本的な
考え方（試行版）」1)によれば 22%～90%程度であると
されているなど、その実態は必ずしも明らかとはなっ
ていない。 

本報告では、今後、吉野川水系で流木対策を推進す
るため、平成 30 年 7 月豪雨における発生流木量と流
出流木量を算定し、当該流域の流木流出率を検討した
結果を報告する。 

 
2. 平成 30 年 7 月豪雨の概要 

平成 30 年 7 月豪雨では、雨量観測所（本山観測
所）で累計雨量が 1,694mm の記録的な大雨となり、
高知県では複数の斜面や渓流から土砂が同時多発的に
流出し、家屋・インフラ等に甚大な被害が発生した。
また、同雨量観測所において最大 24 時間雨量で観測
史上 1 位となる 602mm が観測され、大規模な山腹崩
壊が多発した。LP データの差分解析結果や空中写真
判読結果によれば、特に立川川流域周辺では、約 350
箇所の崩壊（図- 1）が発生し、約 155 万 m3の土砂が
流出したことが確認されている 2)。同豪雨では、土砂
とともに多量の流木が流出し、橋脚に集積した流木塊
（写真-1）や橋桁上に残存した流木などが確認されて
いる。 

 
図- 1  立川川流域 H30.7 豪雨による崩壊地分布図 

 

 
写真- 1 川口橋の流木塊残存状況 

 
3. 発生流木量の算定手法 

3.1 崩壊地からの発生流木量 

崩壊地からの発生流木量は崩壊面積に材積量を乗じ
ることで算定した。崩壊面積については崩壊地判読結
果、材積量については針葉樹エリア及び広葉樹エリア
それぞれで算定した。針葉樹については LP データ
（H30.7 豪雨前の平成 21 年 LP データ）を用いて、
DSM（表層モデル）および DTM（標高モデル）の差
分解析を実施し、DCM（樹冠モデル）を作成した。
DCM を用いた樹頂点の抽出には QGIS のプラグイン
機能の１つである FUSION を使用して立木本数を求
めた（図- 2）。広葉樹については、樹頂点が不明瞭で
あり、DCM を用いた解析手法の適用性は低いと考え
られることから、大豊町森林簿に記載のある材積量を
用いた。また、これらの机上検討結果の妥当性を検証
するため現地計測を行い（100m2×6 箇所）、概ね整合
していることを確認した。針葉樹エリアおよび広葉樹
エリアでそれぞれ算出した材積量をもとに、立川川流
域全体における流木の発生ポテンシャルを示す材積量
分布図を作成し、崩壊面積を乗じることで崩壊に伴う
発生流木量を算定した。結果として、崩壊に伴う発生
流木量は約 22,079m3となった。 

 
図- 2  樹頂点及び樹冠投影面積の解析結果 

3.2 河道内からの発生流木量 

「考え方」1)を参考として、河床勾配 10°未満の区
間における発生流木量を算定した。考え方によれば、
同区間は一次元河床変動計算の結果を用いて流木の発
生・非発生を判定するとされており、最大侵食深が根
茎長を上回る場合は流木が発生するものとし、最大侵
食深が根茎長未満の場合は、外力モーメント（式 1）
が耐力モーメント（式 2）を上回る区間において、立
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木が倒伏して流木が発生するものとした。  = 1 4⁄ ∙ ∙ ∙ ℎ ∙        式 1  = ∙ (100 ∙ )             式 2 
ここに、 :外力モーメント（kg･m）、 :水の密度

（102kg･s/m2）、 :抗力係数（1.2）、ℎ:水深(m 計算
値)、 :流速(m2/s 計算値)、 : 立木の耐力モーメン
ト（kg･m）、 :定数(=2.5)、 :立木の胸高直径(m) 

本報告では、立川川流域における一次元河床変動計
算による再現計算結果を用いて、河道内からの発生流
木量の検討を実施した。その結果、立川川流域におけ
る河道内発生流木量は 396m3となった。 

 
4. 流木流出率の検討結果 

4.1 崩壊地における流木流出率 

流出流木量は発生流木量に流木流出率を乗じて算出
するため、H30.7 豪雨における流木流出実態を踏まえ
た流木流出率の設定を行った。 

H30.7 豪雨後の立川川周辺流域における崩壊地内の
残存流木量に関する調査結果(6 箇所)から、崩壊地内
の流木流出率を算定した結果、約 83～95%と幅がある
ものの、平均値は約 90%であった。また、「砂防基本
計画策定指針（土石流・流木対策編）解説 H28.4」に
よれば、計画流木流出率は 80～90%程度であることが
示されている。このため、H30.7 豪雨における崩壊地
内の流木流出率は 90%とした。なお、土石流流下区間
については残存流木は崩壊地内と同様に大部分が流出
している状況であった（図- 3）。このため、土石流流
下区間についても、流木流出率は 90%とした。 

 

 
図- 3  崩壊地及び土石流流下区間 

4.2 流木流出率の検討 

4.2.1 河道内における残存流木量 

河道内の残存流木量は災害直後に最も多く残存し、
その後の中小出水によって流出し、漸減すると考えら
れる。H30.7 豪雨後の河道内残存流木量に関する調査
は災害後約 1 年後に実施されているため、本報告では
この調査結果を引用した。さらに、立川川周辺流域で
は自治体により H30.7 豪雨後に伴って河道内に堆積し
た流木の回収・処理が実施されている。このため、こ
れらを合算することで河道内の残存流木量とした。な
お、自治体による回収・処理は、災害後速やかに実施
されており、流木堆積量に関する調査との二重計上は
生じないと判断した。結果として、自治体による除木
量は 1,616.5m3、残存流木量調査結果は 2,870.8m3と
なり、立川川流域における河道内残存流木量は約
4,487m3となった。 

4.2.2 流木流出率 

H30.7 豪雨における立川川流域の発生流木量及び残
存流木量を整理すると、立川川流域における崩壊地か
らの発生流木量は 22,079m3（流出流木量は 0.9 を乗じ
た 19,871m3）、河道内からの発生流木量は 396m3、河
道内残存流木
量は 4,487m3

となった。 
河道内の発

生流木量（崩
壊地からの河
道への流出流
木量を含む）
が 20,267m3

であるのに対
し、河道内残
存流木量が
4,487m3であ
ることから、
流木流出率は
77.9%となっ
た(表-1)。 

表- 1  流木流出率の設定結果 

項目 算定結果 
①崩壊地発生流木量 22,079 m3 
②崩壊地から河道への 
流出流木量＝①×0.9 19,871 m3 

③河道内発生流木量 396 m3 

④発生流木量＝②＋③ 20,267 m3 

⑤残存流木量 4,487 m3 

⑥流出流木量＝④-⑤ 15,780 m3 

⑦流木流出率＝⑥/④ 77.9 % 
 

5. おわりに 

立川川流域における発生ポテンシャルを推定した上
で、平成 30 年 7 月豪雨による流出流木量及び残存流
木量から、災害実態に基づく流木流出率を明らかとし
た。「考え方」1)によれば、既往の災害事例による流木
流出率は災害事例によって 22～84%、29%～70%、
62.8%、70%、50.4%～90.5%と幅広く示されており、
本検討結果は概ね同程度であった。ただし、河道内の
残存流木量は H30.7 豪雨から 1 年後の調査結果を用い
ており、中小出水により一部が流出していることも考
えられる。同豪雨直後に取得されたオルソ画像の確認
も試行したが、樹木の影で流木塊が視認できなかった
ため、本検討には反映していない。このため、流木災
害についてはできる限り速やかに、崩壊地や河道内の
残存流木量に関する調査を行うことが望ましいといえ
る。 
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